
















































































































































































（15） たとえば，フランスの学説では，₁₉₈₅年 ₇ 月₁₁日の法律 （Loi n° ₈₅︲₆₉₇） によって，フランス民法典₁₈₃₂条 ₂
段落において「一人会社 （la société unipersonnelle） 」に関する規定が創設されたことによって，これを説明
するために，「集団的な行為 （acte collectif） を再び呼び起こして，以後は，それは，一方行為の一つの形態を











つ約束 （Promises Binding without Acceptance）」（同₂：₁₀₇条）やヨーロッパ私法の共通諸原則

























（20） Christian Von Bar and Eric Clive ed., Principles, Definitions and Model Rules of European Private Law： 

























　　 フランス民法典新₁₁₀₀条　①債務は，法律行為 （acte juridique），法律事実（事件） （fait 
juridique） ，又は，法律自体から生じる。









（23） Ordonnance n° ₂₀₁₆︲₁₃₁ du ₁₀ février ₂₀₁₆ portant réforme du droit des contrats, du régime général et de 
la preuve des obligations, 〈http://www.senat.fr/rap/l₁₇-₀₂₂/l₁₇-₀₂₂.html〉. 邦語訳として，荻野奈緒ほか訳「フ
ランス債務法改正オルドナンス（₂₀₁₆年 ₂ 月₁₀日のオルドナンス第₁₃₁号）による民法典改正」同志社法学 ₃₉₀
号（₂₀₁₇年）₂₇₉︲₃₃₁頁がある。
（24） ₁₉₈₀年 ₇ 月₁₂日の「法律行為の証拠に関する法律」 （la loi n° ₈₀︲₅₂₅） によって挿入された「一方当事者のみが
他方当事者に対して金額の支払いまたは物の引渡を約束する法律行為」（フランス民法典₁₃₂₆条）という文言や
「法律行為の証拠」（同法典₁₃₄₈条）という文言や，₂₀₀₀年 ₃ 月₁₃日の「情報技術に対する証拠法に適応し，電
子署名に関連する法律 （loi n° ₂₀₀₀︲₂₃₀） によって創設された「法律行為の完成に必要な署名は，添付されたも
のを識別する」（同法典₁₃₁₆︲₄条〔₂₀₁₆年法改正（Ordonnance n° ₂₀₁₆︲₁₃₁， ₃ 条）によって廃止〕）という文
言である。
（25）   浜上則雄「法律行為論の『ローマ・ゲルマン法系』的性格」阪大法学₆₅号（₁₉₆₈年）₁︲₁₂₂頁（特に，₃₆︲₃₇頁）。
（26） Claude BRENNER, « Acte juridique », Rép. civ., Dalloz, ₂₀₁₃, p. ₁ et s., n° ₆.
（27） Ibid.
（28） 深川裕佳「（研究ノート）相殺契約は狭義の契約（contrat）か，合意・協定（convention）か？」東洋法学₆₀
巻 ₂ 号₅₉（₁₁₂）︲₇₁（₁₀₀）頁においても，フランス民法典に創設された法律行為 （acte juridique） に関する規





の者の間の意思の合致 （un accord de volontés） である。
　なお，前述のオルドナンスによる改正について，₂₀₁₇年₁₀月₁₇日に，フランス元老院のホームペー
ジにおいて公表された「債務の一般制度および証拠法の改正に関するオルドナンスn° ₂₀₁₆︲₁₃₁を


















（29） Projet de loi ratifiant l＇ordonnance n° ₂₀₁₆︲₁₃₁ du ₁₀ février ₂₀₁₆ portant réforme du droit des contrats, du 
régime général et de la preuve des obligations.
（30） Gaël CHANTEPIE et Matias LATINA, « Réformer la réforme ? », in Blog réforme du droit des obligations 
du ₁₃ octobre ₂₀₁₇, 〈http://reforme-obligations.dalloz.fr/₂₀₁₇/₁₀/₁₃/reformer-la-reforme/〉.
（31） ただし，法律用語辞典（Gérard CORNU ［sous la direction de］, Vocabulaire juridique, ₁₁e éd., ₂₀₁₆, PUF）では，
「法律行為 （acte juridique） 」の説明として，「（その表意者の考え （pensée） では）法律効果を生じることに向




























































（33） Pierre CATALA ［sous la direction de］, Avant-projet de réforme du droit des obligations et de la prescription, 
Doc. fr. ₂₀₀₆. 邦語訳として，上井長十「（資料）フランス債務法及び時効法改正草案構想（avant-projet）─カ
タラ草案試訳─（₁）（₂）（₃）（ ₄ ・完）」三重大学法経論集₂₆巻 ₂ 号（₂₀₀₉年）₁₄₅︲₁₇₁頁，₂₇巻 ₁ 号（₂₀₀₉年）
₂₁︲₄₁頁，₂₈巻 ₁ 号（₂₀₁₀年）₄₇︲₅₉頁，₂₈巻 ₂ 号（₂₀₁₁年）₁₂₇︲₁₃₇頁がある。
（34） 法務省のホームページ ︿http://www.moj.go.jp/content/₀₀₁₂₃₀₁₃₃.pdf﹀。
（35） 法務省のホームページ ︿http://www.moj.go.jp/shingi₁/shingi₀₃₅₀₀₀₂₅.html﹀。




















































































₁ 法律行為総則 ₁ 」（前述₄.a.）に基づいて立法提案を考えれば，この中間試案の ₁ （₂）を削除し
た上で，同 ₁ （₁）について，中国民法総則やフランス民法典において，合意の有無から法律行為
を区別していることが共通しているということを参考にして，「法律行為は，法令の規定に従い，
意思表示の一致または一方的な意思表示に基づいてその効力を生ずるものとする。」とする規定を
新設することが考えられる。その規定の位置としては，日本民法の法律行為総則が，現在は，法律
行為の無効を規定する民法₉₀条（公序良俗）から始まるものの，このような無効を定める規定より
（43） 前掲注₃₂を参照。
（　 ）17─　　─22 148219
中国民法総則およびフランス民法典に新設された法律行為の定義規定の比較検討 
????????????????????????????????????
も前に，私的自治の原則に基づいて，同条第 ₁ 項として，前述のような法律行為の有効性を規定す
る条文を追加することが考えられよう。このような私案によれば，日本民法₉₀条の改正案は，次の
ようになる。
　 〔改正私案〕民法₉₀条（法律行為の効力）①法律行為は，法令の規定に従い，意思表示の一致ま
たは一方的な意思表示に基づいて，その効力を生ずるものとする。
　②公の秩序又は善良の風俗に反する法律行為は，無効とする。
　理論的には，公序良俗に反しない限りにおいて，当事者は，自由に法律行為をすることができる
のであり，法律効果は，究極的には法に基づいて効力を生じるとも考えることもできる。しかし，
この立法提案は，私的自治の原則を前提に，公序良俗に反する場合には当該法律行為が無効になる
と考えるものである。
（　 ）18─　　─21 147220
